
〇確認チェックリスト（郵送する前に必ず確認してください） 

 申込の前に必ず以下の事項を確認し、申込書等と一緒に同封し郵送ください。 

※記入や添付書類に漏れがある場合、特例貸付金の受け取りまでに時間を要することがございますので、ご注意願います。 

【記入例を参考にして必要項目を記入してください】 

項 目 確 認 事 項 チェック 

(1)借入申込書、 

別添：留意事項 

借用書 

 

 

同意書 

申立書 

・申込書に必要事項尾を記入し、申込書２か所に「氏名」記入・1か所「押印」した 

・留意事項の内容を確認し、「記入日」「氏名」の記入と「押印」した 

・借用書に「住所」「氏名」の記入と「押印」した 

・借用書の「借入要項」に借入金額及び期間等を記入した 

・借用書の「特約条項」を確認し、氏名及び金融機関口座を記入した 

・同意書に「記入日」「氏名」の記入と「押印」した 

・申立書に必要事項を記入し、「記入日」「住所」「氏名」の記入と「押印」した 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

(2)住民票 
 

・住民票に世帯全員が記載されている（借入申込書と住所が一致している） 

※既に緊急小口資金特例貸付の申込をされている方については、住民票の代わりとして「生活福祉資金（緊急

小口資金）特例貸付借入申込書（様式①）」の写し又は「重要事項説明書（緊急小口資金特例貸付用）」の写

しでも可。 

□ 

 

□ 

(3)通帳、または 

ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ（写） 

・預金通帳の金融機関名、支店、口座名義、口座番号が分かるコピーした 

・預金通帳名義と申込書に記入した「氏名」「口座番号」が一致している 

□ 

□ 

(4)本人確認書類 ・いずれかの本人確認書類をコピーし同封した 

ア． 運転免許証（住所変更している場合は両面コピー） 

イ． パスポート 

ウ． マイナンバーカード（保護ケースに入れたまま表面のみコピー） 

エ． 健康保険証 

オ． 在留カード（特別永住者証明書）※外国籍の方の場合 

□ 

総合支援資金特例用 



(様式総-１）

㊞

フリガナ

年 月 日生（　　　　　　）歳

フリガナ

（〒　　　-　　　　　　）　　 固定

携帯

年　　　    月　　　      日

社会福祉協議会（　　　　　　）

電話番号（連絡先）

市町村社協受付

　　　年　　　 月　　　    日第　　　　　号

昭和

平成

生活福祉資金（総合支援資金）
借　入　申　込　書

奈 良 県 社 協

受付番号年月日

生年月日

取 扱 社 協 名

（単位民協名）

借
入
申
込
者

男・女

年月日・取扱者

住　所

氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．住宅ローン         円  円 ２．公的融資                  円

円 ３．生活福祉資金   円 ４．その他                  円

（ ）

（ ）

借入申込者 ㊞

給付/貸付額

生活支援費

　　　　　毎月の返済額　　　　　　　　　　　　              円

円

借入総額

　　　　　　　　　　か月（最大１２０か月）　 令和　　年　　　月　～　　令和　　年　　　月

　か月（最大３か月）

その他の資産
（具体的に）

令和５年１２月末まで

備　　　考続　柄 健康状態

備　考
他の公的給付制度
又は公的貸付制度
の利用 ・申請状況

制度名（受付機関）

※私は下記の項目に同意し、別添留意事項に承認のうえ、上記のとおり総合支援資金特例貸付の借入を申請いた
　します。
　●貸付け後は、社会福祉協議会による継続的な相談支援を受け、早期自立に努めます。
　●また、早期自立に向けて、償還開始時までに自立相談支援機関からの支援を受けることに同意します。
　●私は現在、生活保護を受給していません。
　●私は現在、自己破産の手続きを行っていません。
  ●本貸付金を事業の運転資金として使用しません。
　●記入した個人情報については、本制度に必要な範囲で、第三者に提供することに同意します。
　●私は、貴社会福祉協議会が、貸付けに必要な範囲で、全国社会福祉協議会、他の都道府県社会福祉協議会、自
　　治体及び公共職業安定所、自立相談支援機関、家計相談支援機関等の関係機関に照会し、私の個人情報の提供
　　を受けることに同意します。
　●私及び私の世帯の者は、暴力団員ではありません。また、借入期間中においても暴力団員にはなりません。私
　　は、貴社会福祉協議会が必要に応じ官公署等から私又は私の世帯員に係る暴力団員該当性情報の提供を求める
　　ことに同意します。
　　〔暴力団とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第77号）第２条第２号に
　　あるとおり、「その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不
　　法行為等を行うことを助長するおそれがある団体」を指します。〕
　●貸付審査の結果、貸付不承認となった場合、理由は開示されないことに同意します。

　社会福祉法人奈良県社会福祉協議会会長　　殿

現在の
収入月額

生年月日
職　　業

(勤務先、学校名）氏　　　　名

1

2

3

4

2022/4/1

（具体的に記入して下さい）

借入期間

負債総額

貸付金の使途
及び内訳

資金費目

借入月額
借入希望額

預貯金総額

償　還　計　画

据　置　期　間

金額

 貸付けを要するに
 至った経過

資金の使途

世
帯
・
資
産
の
状
況

フリガナ

給付/貸付期間

本人

令和　　　年　　　　月　　　　日

新型コロナ特例（Ｒ4.4月1日以降使用版）



(様式総-１）

フリガナ

年 月 日生

固定

携帯

電話番号(                      )

奈良県社会福祉協議会　会長殿

当該申込みに基づき契約が締結された場合、連帯保証人となることを承諾致します。

記入した個人情報については、貸付けに必要な範囲で、各社会福祉協議会間で利用し、関係機関等に提供することに同意し

ます。

令和 年 月 日
連帯保証人 ㊞

○　申込書に添付する書類

次の表に掲げる書類のうち、左端欄にチェックを付されたものを添付してください。同じ書類が重複する場合は１部で結構です。

　 添付する書類をお持ちでない場合は、市町村社会福祉協議会にご相談ください。

必要に応じて、次の表に掲げるもの以外の書類を奈良県社会福祉協議会が提出を求める場合があります。

 □

フリガナ

＊振込先銀行の通帳（口座番号・名義が記載されている部分）の写を添付すること。

世帯員数 人 前年度年収

連
帯
保
証
人

氏　名 男・女 生年月日

住　所

（〒　　　-　　　　　）　　

振
込
口
座

金融機関名 支店名 口座種類 普通 ・ 当座

口座番号 口座名義

以下のいずれかの写し
・運転免許証（住所変更している場合は両面コピー）
・パスポート
・マイナンバーカード（保護ケースに入れたまま表面のみコピー）
・健康保険証
・在留カード（特別永住者証明書）※外国籍の方の場合

□

□

③連帯保証人の資力が明らかになる書類
　※保証人ありの方のみ

住民税課税証明書又は固定資産税課税証明書（不動産登記簿謄本）等。

添　　付　　書　　類 備　　　考

①住民票の写し
※緊急小口資金特例貸付の申込をされている方については、「生活福祉資金（緊急
小口資金）特例貸付借入申込書（様式①）」の写し又は「重要事項説明書（緊急小
口資金特例貸付用）」の写しでも可。

②本人確認書類の写し

円

職業／勤務先
名称

勤務先住所

不動産所有の
有無

  １．土地・建物ともに所有   ２．土地のみ所有   ３．建物のみ所有

電話番号

(連絡先）

借入申込者と
の関係



(様式総-１）

㊞

（〒６３４　-　００●●　）　　 固定

携帯

ナラ　タロウ

４８年　１０月２２日生（　４６　）歳

住　所

電話番号（連絡先）

奈良　太郎

奈良県●●市□□町１１１－●

●●●●（●●）●●●●

●●●（●●●●）●●●●

フリガナ

フリガナ

市町村社協受付 年　　　    月　　　      日

年月日・取扱者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

取 扱 社 協 名
社会福祉協議会（　　　　　　）

生活福祉資金（総合支援資金）
借　入　申　込　書

（単位民協名）
奈 良 県 社 協

第　　　　　号 　　　年　　　 月　　　    日
受付番号年月日

借
入
申
込
者

男・女 生年月日
昭和

平成氏　名

１．住宅ローン       ２．公的融資                  円

３．生活福祉資金      円       ４．その他      円

（ ）

（ ）

借入申込者 ㊞奈良　太郎

他の公的給付制度
又は公的貸付制度
の利用 ・申請状況

制度名（受付機関） 給付/貸付額 給付/貸付期間 備　考

2022/4/1

 社会福祉法人奈良県社会福祉協議会会長　　殿

●●小学校 良
子

職　　業
(勤務先、学校名）

現在の
収入月額

健康状態 備　　　考
氏　　　　名

フリガナ
続　柄 生年月日

●●万円 良

3

奈良　太郎

ナラ　ジロウ

奈良　二郞

S48.10.22

単身世帯は１５万円以内
２名以上世帯は２０万円以内の希望
額を記入

 貸付けを要するに
 至った経過

左記の借入月額×借入期間（最大３か
月）の額を記入

令和　●　年　●　月　●●　日

償　還　計　画

貸付金の使途
及び内訳

資金費目 資金の使途 金額

令和　　年　　　月　～　　令和　　年　　　月

生活支援費

据　置　計　画

家賃●●，●●●円、食費●●，●●●円、

光熱水費●●，●●●円、医療費●●，●●●円

●●●，●●●円

　　　　　　　　　　●●●か月（最大１２０か月）

新型コロナウイルスの影響で給料の減収がつづいており、生活を維持することが難しい。

借入希望額 生活支援費
借入月額

借入期間 　●か月（最大３か月）

預貯金総額 ●●●，●●●円
その他の資産
（具体的に）

世
帯
・
資
産
の
状
況

2
パート

スーパー●●
●●万円 良

負債総額
●●，●●●，●●●円

●，●●●万円

　　　　　毎月の返済額　　　　　　　　　●●，●●●　円

借入総額

妻

ナラ　タロウ

ナラ　モモコ

奈良　桃子

1 本人
会社員

株式会社●●

S50.8.2

H22.4.2

※私は下記の項目に同意し、別添留意事項に承認のうえ、上記のとおり総合支援資金特例貸付の借入を申請いた
　します。
　●貸付け後は、社会福祉協議会による継続的な相談支援を受け、早期自立に努めます。
　●また、早期自立に向けて、償還開始時までに自立相談支援機関からの支援を受けることに同意します。
　●私は現在、生活保護を受給していません。
　●私は現在、自己破産の手続きを行っていません。
  ●本貸付金を事業の運転資金として使用しません。
　●記入した個人情報については、本制度に必要な範囲で、第三者に提供することに同意します。
　●私は、貴社会福祉協議会が、貸付けに必要な範囲で、全国社会福祉協議会、他の都道府県社会福祉協議会、自
　　治体及び公共職業安定所、自立相談支援機関、家計相談支援機関等の関係機関に照会し、私の個人情報の提供
　　を受けることに同意します。
　●私及び私の世帯の者は、暴力団員ではありません。また、借入期間中においても暴力団員にはなりません。私
　　は、貴社会福祉協議会が必要に応じ官公署等から私又は私の世帯員に係る暴力団員該当性情報の提供を求める
　　ことに同意します。
　　〔暴力団とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第77号）第２条第２号に
　　あるとおり、「その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不
　　法行為等を行うことを助長するおそれがある団体」を指します。〕
　●貸付審査の結果、貸付不承認となった場合、理由は開示されないことに同意します。

令和５年１２月末まで

4

記入不要

該当するものがあれば記入

記入例

記入不要

必ず、自筆・押印をお願いします。

新型コロナ特例（Ｒ4.4月1日以降使用版）



(様式総-１）

フリガナ

年 月 日生

固定

携帯

電話番号(                      )

奈良県社会福祉協議会　会長殿

当該申込みに基づき契約が締結された場合、連帯保証人となることを承諾致します。

記入した個人情報については、貸付けに必要な範囲で、各社会福祉協議会間で利用し、関係機関等に提供することに同意し

ます。

令和 年 月 日
連帯保証人 ㊞

○　申込書に添付する書類

次の表に掲げる書類のうち、左端欄にチェックを付されたものを添付してください。同じ書類が重複する場合は１部で結構です。

　 添付する書類をお持ちでない場合は、市町村社会福祉協議会にご相談ください。

必要に応じて、次の表に掲げるもの以外の書類を奈良県社会福祉協議会が提出を求める場合があります。

 □

フリガナ

借入申込者と
の関係

世帯員数 人 前年度年収

連
帯
保
証
人

氏　名 男・女 生年月日

住　所

（〒　　　-　　　　　）　　

＊振込先銀行の通帳（口座番号・名義が記載されている部分）の写を添付すること。

添　　付　　書　　類 備　　　考

□ ①住民票の写し
※緊急小口資金特例貸付の申込をされている方については、「生活福祉資金（緊急
小口資金）特例貸付借入申込書（様式①）」の写し又は「重要事項説明書（緊急小
口資金特例貸付用）」の写しでも可。

円

職業／勤務先
名称

勤務先住所

不動産所有の
有無

  １．土地・建物ともに所有   ２．土地のみ所有   ３．建物のみ所有

電話番号

(連絡先）

③連帯保証人の資力が明らかになる書類
　※保証人ありの方のみ

住民税課税証明書又は固定資産税課税証明書（不動産登記簿謄本）等。

振
込
口
座

金融機関名 支店名 口座種類 普通 ・

□ ②本人確認書類の写し

以下のいずれかの写し
・運転免許証（住所変更している場合は両面コピー）
・パスポート
・マイナンバーカード（保護ケースに入れたまま表面のみコピー）
・健康保険証
・在留カード（特別永住者証明書）※外国籍の方の場合

口座番号 ●●●●●●● 口座名義

●●銀行 ●●支店

奈良　太郎

　　　　　　　　ナラ　タロウ

当座

必要な書類を添付してください。



（別添）

生活福祉資金（総合支援資金）特例貸付借入申込みに当たっての留意事項

 １　本申込書は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づく貸付けを行うものです。

 ２　生活支援費の借入期間は、借入れを希望する月から３ヶ月以内とします。

 ３　生活支援費の借入限度額は、２人以上の世帯は月額２０万円以内、単身世帯は月額１５万円以内とします。

 ４　生活支援費の貸付金の据置期間は、令和５年１２月末までとします。

 ５　本資金の償還期限は、据置期間経過後、１０年以内とします。

 ６　借入れに当たっては、原則として連帯保証人を立てるものとします。ただし、連帯保証人を立てない場合であっても、

　 貸付けを受けることができます（審査の結果、他の要件を満たさない場合は、貸付けを受けられません）。

 ７　貸付金の利率は無利子とします。

 ８　貸付金を償還期限までに支払わなかった場合、延滞している元金に対し年３．０パーセントの延滞利子を支払うこ

  とに なります。

 ９　資金を借り受けた者は、借入期間中、就職したとき、他の公的な給付又は貸付けが決定したとき、又は世帯の状況等に

　著しい変更があったときは、　速やかに奈良県社会福祉協議会に届け出なければなりません。

 10　生活支援費の借入申込者は、貸付けの決定を受けた後、奈良県社会福祉協議会に借用書を提出することとします。

 11　借入金を目的外に使用したときは、貸付金の一時償還又は貸付けの停止を行います。

 12　借入申込みに当たって、奈良県社会福祉協議会が借入申込書及び添付書類の記載事項につき事実確認を行うために、

　全国社会福祉協議会及び他の都道府県社会福祉協議会に照会することがあります。

 13　借入申込者は、貸付けが決定した場合、貸付金を自立更生のために役立て、申込窓口の市町村社会福祉協議会による

　継続的な相談支援を受け、早期の自立に努めるものとします。

 14　本資金の借入申込時に住居がない場合は、自治体で行う住居確保給付金の申請を行い、住居の確保が見込まれているこ

　とが必要です。

 15　14により申請を行った場合、生活支援費の貸付金の交付は、新しい住宅への入居が完了し、自治体が発行する「住居

　確保給付金支給決定通知書写し」の提出が行われてからとします。

　　　 奈良県社会福祉協議会会長 殿

生活福祉資金（総合支援資金）特例貸付の借入申込みを行うに当たり、私は上記留意事項に同意します。

令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

借入申込者 ㊞

新型コロナ特例（Ｒ4.4月1日以降使用版）

2022/4/1



（別添）

生活福祉資金（総合支援資金）特例貸付借入申込みに当たっての留意事項

 １　本申込書は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づく貸付けを行うものです。

 ２　生活支援費の借入期間は、借入れを希望する月から３ヶ月以内とします。

 ３　生活支援費の借入限度額は、２人以上の世帯は月額２０万円以内、単身世帯は月額１５万円以内とします。

 ４　生活支援費の貸付金の据置期間は、令和５年１２月末までとします。

 ５　本資金の償還期限は、据置期間経過後、１０年以内とします。

 ６　借入れに当たっては、原則として連帯保証人を立てるものとします。ただし、連帯保証人を立てない場合であっても、

　 貸付けを受けることができます（審査の結果、他の要件を満たさない場合は、貸付けを受けられません）。

 ７　貸付金の利率は無利子とします。

 ８　貸付金を償還期限までに支払わなかった場合、延滞している元金に対し年３．０パーセントの延滞利子を支払うこ

  とに なります。

 ９　資金を借り受けた者は、借入期間中、就職したとき、他の公的な給付又は貸付けが決定したとき、又は世帯の状況等に

　著しい変更があったときは、　速やかに奈良県社会福祉協議会に届け出なければなりません。

 10　生活支援費の借入申込者は、貸付けの決定を受けた後、奈良県社会福祉協議会に借用書を提出することとします。

 11　借入金を目的外に使用したときは、貸付金の一時償還又は貸付けの停止を行います。

 12　借入申込みに当たって、奈良県社会福祉協議会が借入申込書及び添付書類の記載事項につき事実確認を行うために、

　全国社会福祉協議会及び他の都道府県社会福祉協議会に照会することがあります。

 13　借入申込者は、貸付けが決定した場合、貸付金を自立更生のために役立て、申込窓口の市町村社会福祉協議会による

　継続的な相談支援を受け、早期の自立に努めるものとします。

 14　本資金の借入申込時に住居がない場合は、自治体で行う住居確保給付金の申請を行い、住居の確保が見込まれているこ

　とが必要です。

 15　14により申請を行った場合、生活支援費の貸付金の交付は、新しい住宅への入居が完了し、自治体が発行する「住居

　確保給付金支給決定通知書写し」の提出が行われてからとします。

　　　 奈良県社会福祉協議会会長 殿

生活福祉資金（総合支援資金）特例貸付の借入申込みを行うに当たり、私は上記留意事項に同意します。

令和　　　●　年　　●　月　●●　日

借入申込者 ㊞奈良　太郎 印

必ず、自筆・押印をお願いしま

す。

新型コロナ特例（Ｒ4.4月1日以降使用版）

2022/4/1



［特約条項］

　（貸付の停止等）
第１条　　奈良県社会福祉協議会は、借受人が第２条の各号の一に該当する場合、又は
　奈良県社会福祉協議会の求めに対し回答や報告を行わなかった場合には、将来に向かって貸付を停止し、
　又は既にしている貸付内容を変更することができる。
２　奈良県社会福祉協議会は、借受人が次の各号の一に該当する場合には、借入金の全部または一部につ
　き一時償還を請求し、又は将来に向かって借入金の振込を停止することができる。

社会福祉法人　奈良県社会福祉協議会　殿 　　①　借入金を、他に流用したとき
　　②　虚偽の申込みその他不正な手段による借入れを行ったとき

令和　　　年　　　月　　　日 　　③　故意に貸付金の償還を怠ったとき

　（変更の届出）
第２条　借受人は、次の事項に該当する場合には、すみやかに奈良県社会福祉協議会に届け出なければな
　らない。
　　①　住所等の変更があったとき
　　②　借受期間中に就職したとき
　　③　他の公的な給付又は貸付が決定したとき又は却下されたとき
　　④　世帯の状況に著しい変更があったとき
　　⑤　連帯保証人の状況に著しい変更があったとき
　　⑥　その他奈良県社会福祉協議会が定めた事項

　（延滞利子）
第３条　借受人は、償還期限までに貸付金を償還しなかったときは、延滞元金につき年３．０％の利率
　をもって、当該償還期限の翌日から支払いの日までの日数により計算した延滞利子を支払わなければなら
　ない。

　（連帯保証人）
第４条　連帯保証人は、この契約により生ずる一切の債務につき、借受人と連帯してその責を負う。

　（管轄裁判所の合意）
第５条　奈良県社会福祉協議会と借受人又は連帯保証人との間で調停又は訴訟の必要が生じた場合には、

私は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づき、特約条項を承認のうえ、下記要項に同意し、借用いたします。 　奈良県社会福祉協議会の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とする。

［借入要項］ 　（雑則）

１ 貸付金の借入 第６条　借受人及び連帯保証人は、本借用書に記載した個人情報について、本制度に必要な範囲で利用し、
貸付金の種類　 生活支援費 　第三者に提供することを予め同意することとする。
借入総額 円
借入期間 か月 （最大３か月）
借入月額 会計 地区 年度 資金 貸付コード
受領方法 借受人が指定する金融機関口座への振込による

２ 貸付金の利子
据置期間は、令和５年１２月末までとする
貸付金の利子は無利子とする。

３ 貸付金の償還（予定）
償還期間 か月 （最大１２０か月）
償還方法 据置期間終了後、月賦償還（元金均等償還）

借受人指定の金融機関等口座

氏名 氏名

普通・当座 口座番号 口座名義

住所 住所

（連帯保証人）　※　本人が署名して下さい。 （連帯保証人）　※　本人が署名して下さい。 金融機関等名 支店名

連帯保証人

法定代理人

令和　　　年　　　月から令和　　　年　　　月まで
法定代理人

整 理 番 号
市区町村社協
民　　　　　　協

借受人氏名

連帯保証人

氏名

令和　　　年　　　月から令和　　　年　　　月まで
毎月                         円

（法定代理人）　※　本人が署名して下さい。 （法定代理人）　※　本人が署名して下さい。

住所 住所

氏名

生活福祉資金（総合支援資金）借用書

（借受人）　　　　※　本人が署名して下さい。

住所

氏名

㊞

新型コロナ特例



［特約条項］

　（貸付の停止等）
第１条　　奈良県社会福祉協議会は、借受人が第２条の各号の一に該当する場合、又は
　奈良県社会福祉協議会の求めに対し回答や報告を行わなかった場合には、将来に向かって貸付を停止し、
　又は既にしている貸付内容を変更することができる。
２　奈良県社会福祉協議会は、借受人が次の各号の一に該当する場合には、借入金の全部または一部につ
　き一時償還を請求し、又は将来に向かって借入金の振込を停止することができる。

社会福祉法人　奈良県社会福祉協議会　殿 　　①　借入金を、他に流用したとき
　　②　虚偽の申込みその他不正な手段による借入れを行ったとき

令和　　　年　　　月　　　日 　　③　故意に貸付金の償還を怠ったとき

　（変更の届出）
第２条　借受人は、次の事項に該当する場合には、すみやかに奈良県社会福祉協議会に届け出なければな
　らない。
　　①　住所等の変更があったとき
　　②　借受期間中に就職したとき
　　③　他の公的な給付又は貸付が決定したとき又は却下されたとき
　　④　世帯の状況に著しい変更があったとき
　　⑤　連帯保証人の状況に著しい変更があったとき
　　⑥　その他奈良県社会福祉協議会が定めた事項

　（延滞利子）
第３条　借受人は、償還期限までに貸付金を償還しなかったときは、延滞元金につき年１０．７５％の利率
　をもって、当該償還期限の翌日から支払いの日までの日数により計算した延滞利子を支払わなければなら
　ない。

　（連帯保証人）
第４条　連帯保証人は、この契約により生ずる一切の債務につき、借受人と連帯してその責を負う。

　（管轄裁判所の合意）
第５条　奈良県社会福祉協議会と借受人又は連帯保証人との間で調停又は訴訟の必要が生じた場合には、

私は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づき、特約条項を承認のうえ、下記要項に同意し、借用いたします。 　奈良県社会福祉協議会の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とする。

［借入要項］ 　（雑則）

１ 貸付金の借入 第６条　借受人及び連帯保証人は、本借用書に記載した個人情報について、本制度に必要な範囲で利用し、
貸付金の種類　 生活支援費 　第三者に提供することを予め同意することとする。

借入総額
（申込書と同様の借
入総額を記入）

円

借入期間
（申込書と同様の借
入期間を記入）

借入月額 会計 地区 年度 資金 貸付コード
受領方法 借受人が指定する金融機関口座への振込による

２ 貸付金の利子
据置期間は、令和５年１２月末までとする
貸付金の利子は無利子とする。

３ 貸付金の償還（予定）

償還期間 令和　　　年　　　月から令和　　　年　　　月まで

償還方法 据置期間終了後、月賦償還（元金均等償還） 法定代理人

借受人指定の金融機関等口座

奈良県●●市□□町１１１－●

奈良　太郎 ㊞

令和　　年　　月から令和　　年　　月までか月（最大３か月）

毎月 （申込書と同様の借入月額を記入）   円

か月
（最大１２０か月）

（申込書の償還計画と同
様の期間を記入）

生活福祉資金（総合支援資金）借用書（記入例）

（借受人）　　　　※　本人が署名して下さい。

住所

氏名

（法定代理人）　※　本人が署名して下さい。

住所

氏名

住所

氏名

住所

（法定代理人）　※　本人が署名して下さい。

（連帯保証人）　※　本人が署名して下さい。

住所

氏名

支店名 普通・当座 口座番号

氏名

（連帯保証人）　※　本人が署名して下さい。

市区町村社協
民　　　　　　協

口座名義

●●銀行 ●●支店 普通 ●●●●●●● 奈良　太郎
ナラ　タロウ

金融機関等名

整 理 番 号

借受人氏名

連帯保証人

連帯保証人

法定代理人

奈良　太郎

記入不要

記入不要

住所、氏名を自筆し、

押印してください。

日付は記入しないでください。

借入申込書と同様の金額、期間、償還方法をご記入ください。

氏名を自筆してくだ

さい。

新型コロナ特例



[総合支援資金（特例貸付用）] 

 

同 意 書 

 

 

 社会福祉法人奈良県社会福祉協議会 会長 様 

 

 
 貸付け後は、社会福祉協議会による継続的な相談支援を受け、早期自立に努めます。記入し 
た個人情報については、本制度に必要な範囲で、第三者に提供することに同意します。  
 私は、貴社会福祉協議会が、貸付けに必要な範囲で、全国社会福祉協議会、他の都道府県社
会福祉協議会、自治体及び公共職業安定所等の関係機関に照会し、私の個人情報の提供を受け
ることに同意します。 

 私及び私の世帯の者は、暴力団員ではありません。また、借入期間中においても暴力団員には

なりません。私は、貴社会福祉協議会が必要に応じ官公署等から私又は私の世帯員に係る暴力団

員該当性情報の提供を求めることに同意します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 暴力団とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号 

 第２条第２号にあるとおり、「その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。） 

 が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体」を 

 指します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

申請内容に虚偽が判明した場合は、直ちに貸付けの中止を行い、貸付金の繰上一括償還を 

求める場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

      

                          借入申込者                                  ○印  

 

 

 

   

2020/4/27 

 



[総合支援資金（特例貸付用）] 

 

同 意 書 

 

 

 社会福祉法人奈良県社会福祉協議会 会長 様 

 

 
 貸付け後は、社会福祉協議会による継続的な相談支援を受け、早期自立に努めます。記入し 
た個人情報については、本制度に必要な範囲で、第三者に提供することに同意します。  
 私は、貴社会福祉協議会が、貸付けに必要な範囲で、全国社会福祉協議会、他の都道府県社
会福祉協議会、自治体及び公共職業安定所等の関係機関に照会し、私の個人情報の提供を受け
ることに同意します。 

 私及び私の世帯の者は、暴力団員ではありません。また、借入期間中においても暴力団員には

なりません。私は、貴社会福祉協議会が必要に応じ官公署等から私又は私の世帯員に係る暴力団

員該当性情報の提供を求めることに同意します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 暴力団とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号 

 第２条第２号にあるとおり、「その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。） 

 が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体」を 

 指します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

申請内容に虚偽が判明した場合は、直ちに貸付けの中止を行い、貸付金の繰上一括償還を 

求める場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ●年 ●月●●日 

 

      

                          借入申込者     奈良 太郎         ○印  

 

 

 

   

2020/4/27 

 

 

記入日、住所、氏名を自筆し、 

押印してください。 



 

 

 

収入の減少状況に関する申立書 

（総合支援資金特例貸付用） 

 

 

社会福祉法人奈良県社会福祉協議会 会長 様 

 

 

私が申込みをしました生活福祉資金の貸付金について、貸付の要件である新型コロナウイルスの影響に

よる収入の減少状況については、以下のとおりであることを申告いたします。 

 

勤務先名称 

または 

職   業 

 

勤務先所在地 

〒 － 

 

TEL：    （   ） 

減少前の収入 減少前の収入 令和 年 月時の月額所得（手取り）は、約        円でした。 

減少後の収入 減少後の収入 令和 年 月時の月額所得（手取り）は、約        円でした。 

減少の理由 
 

 

（総合支援資金の申込の場合のみ記載） 

利用中の他の公的

給付（該当するもの

に○） 

・失業等給付        ・職業訓練受講給付金 

・年金 

・その他 （                       ） 

他の公的給付に加

えて特例貸付が必

要な理由 

 

（生計費と他の公的給付の金額、使途、緊急性等） 

 

 

年   月   日 

（借入申込者）  

住 所                      

 

氏 名                  （印） 

 

 

生活福祉資金（R2特例貸付）様式⑥ 



 

 

 

収入の減少状況に関する申立書（記入例） 

（総合支援資金特例貸付用） 

 

 

社会福祉法人奈良県社会福祉協議会 会長 様 

 

 

私が申込みをしました生活福祉資金の貸付金について、貸付の要件である新型コロナウイルスの影響に

よる収入の減少状況については、以下のとおりであることを申告いたします。 

 

勤務先名称 

または 

職   業 

 

勤務先所在地 

***－**** 

〇〇市★★●●-● 

TEL： ●●●（●●●）●●●● 

減少前の収入 減少前の収入 令和 ２年 １月時の月額所得（手取り）は、約 ３５万円でした。 

減少後の収入 減少後の収入 令和 ２年４ 月時の月額所得（手取り）は、約 １０万円でした。 

減少の理由 
新型コロナウイルス感染拡大の影響により、会社の休業が長期化したことに

より給料が減少 

 

 

 

（総合支援資金の申込の場合のみ記載） 

利用中の他の公的

給付（該当するもの

に○） 

・失業等給付        ・職業訓練受講給付金 

・年金 

・その他 （                       ） 

他の公的給付に加

えて特例貸付が必

要な理由 

 

（生計費と他の公的給付の金額、使途、緊急性等） 

 

令和 ●年 ●月 ●● 日 

（借入申込者）  

住 所  奈良県●●市□□町１１１－●                    

 

氏 名   奈良 太郎           （印） 

 

生活福祉資金（R2特例貸付）様式⑥ 

借入申込書に記入した勤務先名称または職業と勤務先

所在地、電話番号をご記入ください。 

借入申込書に記入した勤務先名称または職業と勤務先

所在地、電話番号をご記入ください。 

減少前の収入には、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受ける前の収入を、 

減少後の収入には影響を受けた後の収入をご記入ください。 

減少の理由には、分かる範囲での減少の理由をご記入ください。 
該当するものがある場合は記入ください 

住所、氏名について自筆のうえ、 

押印ください。 

印 


